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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電機子巻線を有する固定子部と、界磁巻線を有する回転子部とを含み、電動機として動
作する電動機能と、外力により回転子部が回転させられたときに発電機として動作する発
電機能とを備えた回転機部と、
　前記回転機部と電源との間の電力変換を行う電機子電力変換部と、前記界磁巻線に流れ
る界磁電流を制御する界磁電力変換部とを備えた電力変換部と、
　前記回転子部の回転数を検出する回転センサと、
　前記電力変換部の温度を検出する電力変換部温度検出器と、
　前記電力変換部を制御する制御部と、
　前記制御部に格納され、前記回転機部を前記発電機として動作させる複数の発電モード
を記憶した発電制御マップと、
を備え、
　前記発電制御マップは、前記電力変換部の温度に対応した発電出力を記憶した検出温度
別発電制御マップを含み、
　前記制御部は、前記回転センサにより検出された前記回転子部の回転数と前記電機子巻
線に誘起される誘起電圧とに対応して前記発電制御マップから読み出した発電モードに基
づいて、前記電力変換部を制御するように構成され、且つ、前記電力変換部温度検出器に
より検出された前記電力変換部の温度に対応して前記検出温度別発電制御マップから読み
出した発電出力に基づいて、前記電力変換部を制御するように構成されている、
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ことを特徴とする回転電機の制御装置。
【請求項２】
　前記発電制御マップは、前記電力変換部の温度に対応する連続発電出力可能範囲が格納
されている、
ことを特徴とする請求項１に記載の回転電機の制御装置。
【請求項３】
　前記制御部は、前記電力変換部温度検出器が検出した温度が所定の閾値を超えた場合は
、前記発電制御マップに格納された前記連続発電出力可能範囲に於いて前記電力変換部を
制御するように構成されている、
ことを特徴とする請求項２に記載の回転電機の制御装置。
【請求項４】
　電機子巻線を有する固定子部と、界磁巻線を有する回転子部とを含み、電動機として動
作する電動機能と、外力により回転子部が回転させられたときに発電機として動作する発
電機能とを備えた回転機部と、
　前記回転機部と電源との間の電力変換を行う電機子電力変換部と、前記界磁巻線に流れ
る界磁電流を制御する界磁電力変換部とを備えた電力変換部と、
を備えた回転電機の制御方法であって、
　前記回転子部の回転数と前記電機子巻線に誘起される誘起電圧とに対応した発電モード
を、複数の発電モードを格納した発電制御マップから読み出して前記電力変換部を制御し
、且つ前記発電制御マップは、前記電力変換部の温度に対応した発電出力を記憶した検出
温度別発電制御マップを含み、検出された前記電力変換部の温度に対応した発電出力を前
記検出温度別発電制御マップから読み出して前記電力変換部を制御する、
ことを特徴とする回転電機の制御方法。
【請求項５】
　前記発電制御マップは、前記電力変換部の温度に対応する連続発電出力可能範囲が格納
されており、
　前記電力変換部の温度が所定の閾値を超えた場合は、前記発電制御マップに格納された
前記連続発電出力可能範囲に基づいて前記電力変換部を制御する、
ことを特徴とする請求項４に記載の回転電機の制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、自動車等の車両に搭載される回転電機の制御装置及び制御方法に関し、更
に詳しくは、内燃機関の始動時には始動電動機として動作し、内燃機関の始動後は内燃機
関のトルクをアシストする電動機として動作するとともに内燃機関により駆動される発電
機として動作する車両用の回転電機の制御装置及び制御法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、自動車の燃費規制の流れから、車両の停止時に内燃機関を停止するアイドルスト
ップシステムを採用する車両、あるいは、電動機を用いて内燃機関のトルクをアシストす
る車両が増加している。又、これらの車両において、内燃機関と回転電機とがベルト又は
チェーン等の動力伝達部材により常時結合されて、内燃機関を始動する始動機能やトルク
アシスト機能に加えて、車両の走行中又は減速時における発電機能も有する、いわゆる発
電電動機としての回転電機が注目されている。
【０００３】
　前述の回転電機は、従来の発電機に電動機の機能を持たせることで、発電機とは別に電
動機を搭載する必要がなく、その電動機を搭載するためのスペースを不要にすることがで
きる。又、回転電機に内燃機関のトルクアシスト機能を持たせるとともに車両の減速時に
エネルギー回生機能を持たせることで、車両の燃費向上を図ることができる。
【０００４】
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　このような車両用の回転電機は、電動機としての機能（以下、電動機能と称する）と、
発電機としての機能（以下、発電機能と称する）とを備えているが、電動機能を利用する
には、電動機能は車載電源装置としてのバッテリの充電状態に依存するため、発電機能で
のバッテリの充電が重視される。
【０００５】
　前述の発電機能を使用するときは、回転子の界磁巻線に流れる界磁電流を制御して固定
子の電機子巻線に定電圧を発生させ、回転電機を定電圧発電機として動作させる。たとえ
ば、界磁巻線に界磁電流を通電し、固定子の電機子巻線に発生する誘起電圧が電源電圧と
してのバッテリの電圧よりも高い場合は、回転電機とバッテリとの間の電力変換を行なう
電力変換部としてのインバータ部を構成する電力変換素子（たとえば、ＭＯＳＦＥＴ）を
、電流が通電できる区間のみオンにする同期発電モードや、電力変換素子の寄生ダイオー
ドを用いてダイオード整流を行なうダイオード発電モードで発電させる。又、電機子巻線
に発生する電圧が電源電圧よりも低い場合は、電機子巻線の電圧を電力変換部により昇圧
させることで発電させるインバータ発電モードを用いて発電させることが知られている。
【０００６】
　このような回転電機に於いて、発電機能の使用時に前述の発電モードを適宜切り替えて
発電させることは周知である（たとえば、特許文献１参照）。特許文献１に開示された従
来の車両回転電機は、回転電機が充電発電機として機能するとき、制御手段が、回転電機
の回転速度が所定値以下のときにはインバータから電機子巻線に位相制御のための補償電
流を通電して発電し、回転電機の回転速度が所定値以上のときにはインバータの動作を停
止させ、界磁電流制御手段により界磁巻線の通電電流を制御して所定の目標電圧を発電す
るように制御される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００３－６１３９９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　通常、インバータ発電モードでは、電機子巻線に発生する電圧を昇圧させるために、イ
ンバータをＰＷＭ（Pulse Width Modulation）制御する必要がある。ＰＷＭ制御では、電
力変換素子をたとえば１０～２０［ｋＨｚ］等のｋＨｚオーダーの高周波でスイッチング
させることになり、電力変換素子でのスイッチング損失が大きくなり、電力変換素子の発
熱が大きくなる課題がある。一方、同期発電モードでは、固定子巻線に通電できる区間の
み電力変換素子をオンにするため、矩形波的には電気角１周期ではオンオフは１回のみと
なり、導通損失は発生するがスイッチング損失を小さくできる利点がある。したがって、
同期発電モードの方がインバータ発電モードよりも発電効率を高くすることができるとい
う利点がある。
【０００９】
　しかしながら、特許文献１に開示された従来の技術には、次に述べるような課題が存在
する。即ち、発電時のモード切り替え、例えば同期発電モード若しくはダイオード発電モ
ードとインバータ発電モードとの切り替えは、回転電機の回転子の回転速度を閾値として
のみで行われるため、必ずしも、発電効率の良い動作点で発電が行われる訳ではなく、発
電効率が低下する場合がある。
【００１０】
　又、高温雰囲気下で、ＥＣＵ（Engine Control Unit）等の上位コントローラから受け
た指令のままインバータ発電を行うと、電力変換素子の発熱が大きいために電力変換部と
してのインバータ部の温度が高くなり、インバータ部の過熱保護によりインバータ動作が
停止し、発電動作が停止することがある。インバータ部の動作が停止すると、電動機能及
び発電機能は共に停止し、インバータ部の動作停止が解除されるまで回転電機が動作でき
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ないという課題が存在する。
【００１１】
　この発明は、従来の回転電機の制御装置における前述のような課題を解決するためにな
されたものであり、回転電機を効率の高い発電モードで動作させ得る回転電機の制御装置
及び制御方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　この発明による回転電機の制御装置は、
　電機子巻線を有する固定子部と、界磁巻線を有する回転子部とを含み、電動機として動
作する電動機能と、外力により回転子部が回転させられたときに発電機として動作する発
電機能とを備えた回転機部と、
　前記回転機部と電源との間の電力変換を行う電機子電力変換部と、前記界磁巻線に流れ
る界磁電流を制御する界磁電力変換部とを備えた電力変換部と、
　前記回転子部の回転数を検出する回転センサと、
　前記電力変換部の温度を検出する電力変換部温度検出器と、
　前記電力変換部を制御する制御部と、
　前記制御部に格納され、前記回転機部を前記発電機として動作させる複数の発電モード
を記憶した発電制御マップと、
を備え、
　前記発電制御マップは、前記電力変換部の温度に対応した発電出力を記憶した検出温度
別発電制御マップを含み、
　前記制御部は、前記回転センサにより検出された前記回転子部の回転数と前記電機子巻
線に誘起される誘起電圧とに対応して前記発電制御マップから読み出した発電モードに基
づいて、前記電力変換部を制御するように構成され、且つ、前記電力変換部温度検出器に
より検出された前記電力変換部の温度に対応して前記検出温度別発電制御マップから読み
出した発電出力に基づいて、前記電力変換部を制御するように構成されている、
ことを特徴とする。
【００１３】
　又、この発明による回転電機の制御方法は、
　電機子巻線を有する固定子部と、界磁巻線を有する回転子部とを含み、電動機として動
作する電動機能と、外力により回転子部が回転させられたときに発電機として動作する発
電機能とを備えた回転機部と、
　前記回転機部と電源との間の電力変換を行う電機子電力変換部と、前記界磁巻線に流れ
る界磁電流を制御する界磁電力変換部とを備えた電力変換部と、
を備えた回転電機の制御方法であって、
　前記回転子部の回転数と前記電機子巻線に誘起される誘起電圧とに対応した発電モード
を、複数の発電モードを格納した発電制御マップから読み出して前記電力変換部を制御し
、且つ前記発電制御マップは、前記電力変換部の温度に対応した発電出力を記憶した検出
温度別発電制御マップを含み、検出された前記電力変換部の温度に対応した発電出力を前
記検出温度別発電制御マップから読み出して前記電力変換部を制御する、
ことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１４】
　この発明による回転電機の制御装置は、電機子巻線を有する固定子部と、界磁巻線を有
する回転子部とを含み、電動機として動作する電動機能と、外力により回転子部が回転さ
せられたときに発電機として動作する発電機能とを備えた回転機部と、前記回転機部と電
源との間の電力変換を行う電機子電力変換部と、前記界磁巻線に流れる界磁電流を制御す
る界磁電力変換部とを備えた電力変換部と、前記回転子部の回転数を検出する回転センサ
と、前記電力変換部の温度を検出する電力変換部温度検出器と、前記電力変換部を制御す
る制御部と、前記制御部に格納され、前記回転機部を前記発電機として動作させる複数の
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発電モードを記憶した発電制御マップとを備え、前記発電制御マップは、前記電力変換部
の温度に対応した発電出力を記憶した検出温度別発電制御マップを含み、前記制御部は、
前記回転センサにより検出された前記回転子部の回転数と前記電機子巻線に誘起される誘
起電圧とに対応して前記発電制御マップから読み出した発電モードに基づいて、前記電力
変換部を制御するように構成され、且つ、前記電力変換部温度検出器により検出された前
記電力変換部の温度に対応して前記検出温度別発電制御マップから読み出した発電出力に
基づいて、前記電力変換部を制御するように構成されているので、電力変換部温度検出器
からの情報により、発電制御マップから発電動作を同期発電モードとインバータ発電モー
ドを選択して効率のよい発電動作をさせることができる。
【００１５】
　又、この発明による回転電機の制御方法によれば、電機子巻線を有する固定子部と、界
磁巻線を有する回転子部とを含み、電動機として動作する電動機能と、外力により回転子
部が回転させられたときに発電機として動作する発電機能とを備えた回転機部と、前記回
転機部と電源との間の電力変換を行う電機子電力変換部と、前記界磁巻線に流れる界磁電
流を制御する界磁電力変換部とを備えた電力変換部とを備えた回転電機の制御方法であっ
て、前記回転子部の回転数と前記電機子巻線に誘起される誘起電圧とに対応した発電モー
ドを、複数の発電モードを格納した発電制御マップから読み出して前記電力変換部を制御
し、且つ前記発電制御マップは、前記電力変換部の温度に対応した発電出力を記憶した検
出温度別発電制御マップを含み、検出された前記電力変換部の温度に対応した発電出力を
前記検出温度別発電制御マップから読み出して前記電力変換部を制御するので、電力変換
部温度検出器からの情報により、発電制御マップから発電動作を同期発電モードとインバ
ータ発電モードを選択して、効率のよい発電動作をさせることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】この発明の実施の形態１による回転電機の制御装置を搭載した車両の電源系の一
例を示す構成図である。
【図２】この発明の実施の形態１による回転電機の制御装置を示す構成図である。
【図３】この発明の実施の形態１による回転電機の制御装置における電力変換部を示す回
路図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　この発明による回転電機の制御装置及び制御方法が適用される回転電機は、例えば、固
定子部と回転子部とを備えた回転機部と、電力変換部と、この電力変換部を制御する制御
部と、が一体に構成されている。そして、回転機部の回転子は、車両に搭載された内燃機
関にベルト又はチェーン等のトルク伝達部材により常時結合されている。
【００１８】
　この発明による回転電機の制御装置及び制御方法は、回転電機を電動機として動作させ
るときには、制御部は電力変換部をインバータとして動作させるように制御する。インバ
ータとして動作する電力変換部は、電源装置としてのバッテリからの直流電力をたとえば
三相交流電力に変換し、回転機部の固定子に設けられた電機子巻線に供給する。回転機部
の回転子に設けられた界磁巻線には界磁電流が通電され、回転子に所定の界磁磁極が形成
される。交流電力が供給された電機子巻線は、回転磁界を発生して回転子の界磁磁極が発
生する磁束に作用し、回転子に回転トルクを発生させて回転子を回転させる。このように
して電動機として動作する回転電機は、トルク伝達部材を介して内燃機関のクランク軸を
回転させて内燃機関を始動させ、さらに内燃機関の始動後は内燃機関のトルクアシストを
行う。
【００１９】
　この発明による回転電機の制御装置及び制御方法は、回転電機を発電機として動作させ
るときには、回転機部の回転子が内燃機関によりトルク伝達部材を介して回転させられ、
回転子に設けられた界磁巻線には界磁電流が通電されて回転子に所定の界磁磁極が形成さ
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れており、回転子が回転させられることにより、界磁磁極からの磁束が固定子の電機子巻
線と鎖交し、電機子巻線に交流電圧を誘起させることで発電を行う。このとき、回転子の
回転速度（単位時間当りの回転数と等価。以下の説明では、回転速度を用いる）に応じて
、以下の２つの発電方法のうちの一つの発電方法を用いることができる。
【００２０】
　回転子の回転速度に応じた発電方法の一つは、回転子の回転速度が所定値より低く電機
子巻線の誘起電圧が電源電圧以下となる状態における発電方法であって、制御部により電
力変換部の電力変換素子をＰＷＭ制御して電機子巻線の誘起電圧を昇圧して出力する発電
方法である。この発電方法は、いわゆる「インバータ発電モード」と称される。
【００２１】
　回転子の回転速度に応じた発電方法の他の一つは、回転子の回転速度が所定値以上であ
り電機子巻線の誘起電圧が電源電圧以上となる状態における発電方法であって、制御部に
より電力変換部の電力変換素子を回転子の回転速度に同期した電気周波数でオン／オフ動
作させること（ＰＷＭ動作させない）で通電して発電を行なう、又は電力変換素子の寄生
ダイオードを通電させて発電を行う方法である。この発電方法は、いわゆる「同期発電モ
ード」と称される。
【００２２】
　以下、この発明による回転電機の制御装置及び制御方法について、例えば車両に搭載さ
れた回転電機を例に挙げて、各実施の形態に従って図面を用いて説明する。なお、各実施
の形態において、同一もしくは相当部分は同一符号で示し、重複する説明は省略する。な
お、この発明は車両に搭載された回転電機に限定されものではない。
【００２３】
実施の形態１．
　図１は、この発明の実施の形態１による回転電機の制御装置を搭載した車両の電源系の
一例を示す構成図である。図１において、回転電機１は、回転子部（図示せず）及び固定
子部（図示せず）を含む回転機部２と、バッテリ等の車載電源装置１０２と回転機部２と
の間の電力変換を行なう電力変換部３と、例えば内燃機関制御ユニットとしてのＥＣＵ（
Engine Control Unit）からなる上位制御装置１０３からの指令Ｃを受けて電力変換部３
を制御する制御部４とから構成されている。
【００２４】
　回転機部２の回転子部を支持する回転子軸(図示せず)は、動力伝達部材としてのベルト
７により内燃機関５のクランクシャフト６に機械的に接続されている。動力伝達部材は、
ベルト以外に、たとえばチェーンにより構成されていても良い。回転電機１は、車載負荷
１０１と、車載電源装置１０２とに電気的に接続されている。
【００２５】
　図２は、この発明の実施の形態１による回転電機の制御装置を示す構成図であって、図
１の回転電機１の構成の一例を示している。図２において、回転電機１の回転機部２は、
回転子部２２内に界磁巻線２４を備えており、電機子部である固定子部２１は電機子巻線
２３を備えている。回転子部２２にはさらに、回転子部２２の回転速度等を検出する回転
検出器としての回転センサ２５が組み込まれている。
【００２６】
　電力変換部３は、界磁巻線２４への通電を行う界磁電力変換部３２と、電機子巻線２３
への通電を行う電機子電力変換部３１を含み、車載電源装置１０２と回転機部２との間の
電力変換を行う。図３は、この発明の実施の形態１による回転電機の制御装置における電
機子電力変換部を示す回路図である。図３に於いて、電機子電力変換部３１は、Ｕ相上ア
ーム電力変換素子Ｕ１と、Ｕ相下アーム電力変換素子Ｕ２と、Ｖ相上アーム電力変換素子
Ｖ１と、Ｖ相下アーム電力変換素子Ｖ２と、Ｗ相上アーム電力変換素子Ｗ１と、Ｗ相下ア
ーム電力変換素子Ｗ２とにより構成された三相ブリッジ回路からなるインバータ部を構成
している。
【００２７】
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　尚、以下の説明に於いて、Ｕ相上アーム電力変換素子Ｕ１と、Ｕ相下アーム電力変換素
子Ｕ２と、Ｖ相上アーム電力変換素子Ｖ１と、Ｖ相下アーム電力変換素子Ｖ２と、Ｗ相上
アーム電力変換素子Ｗ１と、Ｗ相下アーム電力変換素子Ｗ２を、それぞれ、単に、電力変
換素子Ｕ１、Ｕ２、Ｖ１、Ｖ２、Ｗ１、Ｗ２と称することもある。
【００２８】
　Ｕ相上アーム電力変換素子Ｕ１と、Ｕ相下アーム電力変換素子Ｕ２と、Ｖ相上アーム電
力変換素子Ｖ１と、Ｖ相下アーム電力変換素子Ｖ２と、Ｗ相上アーム電力変換素子Ｗ１と
Ｗ相下アーム電力変換素子Ｗ２とは、たとえばＭＯＳＦＥＴにより構成され、並列接続さ
れた寄生ダイオードＵ１ｄ、Ｕ２ｄ、Ｖ１ｄ、Ｖ２ｄ、Ｗ１ｄ、Ｗ２ｄをそれぞれ備えて
いる。
【００２９】
　Ｕ相上アーム電力変換素子Ｕ１とＵ相下アーム電力変換素子Ｕ２との直列接続部は電機
子巻線２３のＵ相端子Ｕに接続され、Ｖ相上アーム電力変換素子Ｖ１とＶ相下アーム電力
変換素子Ｖ２との直列接続部は電機子巻線２３のＶ相端子Ｖに接続され、Ｗ相上アーム電
力変換素子Ｗ１とＷ相下アーム電力変換素子Ｗ２との直列接続部は電機子巻線２３のＷ相
端子Ｗに接続されている。電機子電力変換部３１の正極側直流端子Ｎ１は、車載電源装置
１０２の正極側端子と車載負荷１０１（図示せず）の正極側端子に接続され、負極側直流
端子Ｎ２は車両の接地電位部（図示せず）に接続される。又、電機子電力変換部３１の正
極側直流端子Ｎ１と負極側直流端子Ｎ２との間には、平滑コンデンサ５１が接続されてい
る。
【００３０】
　次に、図２に於いて、制御部４は、上位制御装置１０３からの指令Ｃと、回転機部２の
回転子部２２の回転センサ２５から得られる回転子部２２の回転速度と、例えば車載電源
装置１０２（図１参照）と車載負荷１０１（図１参照）とに接続される端子に設けられた
電圧センサＶＳから得られる回転電機１の端子電圧と、さらには回転機部２の回転子部２
２の界磁巻線２４に設けられた界磁電流センサＣＳから得られる界磁電流と、電機子巻線
２３のＵ相端子Ｕ、Ｖ相端子Ｖ、及びＷ相端子Ｗにそれぞれ設けられた電機子電流センサ
ＰＳから得られる電機子電流、をそれぞれ受け取り、電力変換部３の制御を行う制御回路
からなっている。
【００３１】
　より具体的には、制御部４は、演算部４１と、界磁電流デューティ信号生成回路４２と
、電機子通電信号生成回路４３を備えている。演算部４１は、上位制御装置１０３からの
指令Ｃと、回転センサ２５から得られる回転子部２２の回転速度の検出値と、電圧センサ
ＶＳから得られる回転電機１の端子電圧の検出値と、界磁電流センサＣＳから得られる界
磁電流の検出値と、電機子電流センサＰＳから得られる電機子電流の検出値等が入力され
る。演算部４１に搭載されたマイクロプロセッサは、入力された指令Ｃと、回転子部２２
の回転速度の検出値と、回転電機１の端子電圧の検出値と、界磁電流の検出値と、電機子
電流センサＰＳから得られる電機子電流の検出値等に基づいて、電機子通電信号生成回路
４３を駆動するための第１の駆動指令４１１と、界磁電流デューティ信号生成回路４２を
駆動するための第２の駆動指令４１２を演算により生成する。
【００３２】
　界磁電流デューティ信号生成回路４２は、演算部４１からの第２の駆動指令４１２に基
づいて、界磁電力変換部３２を構成するたとえばＭＯＳＦＥＴにより構成された電力変換
素子（図示せず）をオン／オフ制御する界磁電流デューティ信号４２１を生成し、界磁電
力変換部３２の電力変換素子に与える。電機子通電信号生成回路４３は、演算部４１から
の第１の駆動指令４１１に基づいて、電機子電力変換部３１を構成する各電力変換素子を
ＰＷＭ制御する電機子通電信号４３１を生成し、電機子電力変換部３１のそれぞれの電力
変換素子に与える。
【００３３】
　以上のように構成されたこの発明の実施の形態１による回転電機の制御装置について、
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次にその動作を説明する。先ず、回転電機１を電動機として動作させる場合について説明
する。
【００３４】
＜電動機として動作＞
　図１、図２、及び図３に於いて、制御部４に於ける演算部４１は、上位制御装置１０３
からの電動機能に対応する指令Ｃを受け、この指令Ｃに基づいてマイクロプロセッサが演
算により生成した第１の駆動指令４１１を電機子通電信号生成回路４３に与えると共に、
マイクロプロセッサが指令Ｃに基づいて演算により生成した第２の駆動指令４１２を界磁
電流デューティ信号生成回路４２に与える。
【００３５】
　電機子通電信号生成回路４３は、演算部４１からの第１の駆動指令４１１に基づいて、
電機子電力変換部３１を構成する電力変換素子をＰＷＭ制御によりオン／オフ制御する電
機子通電信号４３１を生成し、この生成した電機子通電信号４３１を、電機子電力変換部
３１に於けるＵ相上アーム電力変換素子Ｕ１とＵ相下アーム電力変換素子Ｕ２とＶ相上ア
ーム電力変換素子Ｖ１とＶ相下アーム電力変換素子Ｖ２とＷ相上アーム電力変換素子Ｗ１
とＷ相下アーム電力変換素子Ｗ２の各ゲート端子に入力する。
【００３６】
　電機子電力変換部３１の各電力変換素子は、電機子通電信号生成回路４３からの電機子
通電信号４３１に基づいてＰＷＭ制御される。その結果、電機子電力変換部３１は、車載
電源装置１０２からの直流電力を三相交流電力に変換するインバータとして動作し、電機
子巻線２３のＵ相端子Ｕ、Ｖ相端子Ｖ、及びＷ相端子Ｗに三相交流電流を通電させる。こ
のとき、回転センサ２５からの回転子部２２の回転速度と回転子磁極位置情報を用いて、
電機子電流センサＰＳからの電機子電流の検出値が指令Ｃに含まれる電機子電流目標値に
追従するようにフィードバック制御される。
【００３７】
　界磁電流デューティ信号生成回路４２は、演算部４１からの第２の駆動指令４１２に基
づいて、界磁電力変換部３２の電力変換素子をオン／オフ制御する界磁電流デューティ信
号４２１を生成し、この生成した界磁電流デューティ信号４２１を界磁電力変換部３２の
電力変換素子のゲート端子に入力する。界磁電力変換部３２の電力変換素子は、界磁電流
デューティ信号生成回路４２からの界磁電流デューティ信号４２１に基づいてオン／オフ
制御される。このとき、界磁巻線２４の回路に設けられた界磁電流センサＣＳからの界磁
電流の検出値が指令Ｃに含まれる界磁電流目標値に追従するように、界磁電力変換部３２
の電力変換素子のオン／オフのデューティを調整することで界磁電流のフィードバック制
御が行なわれる。
【００３８】
　前述のように電機子電力変換部３１及び界磁電力変換部３２が制御されることで、回転
電機１の出力トルク値が上位制御装置１０３からの指令Ｃにより指令されたトルク指令値
となるように電機子電流及び界磁電流が制御され、回転子部２２は、固定子部２１に形成
された回転磁界に基づいて回転トルクを発生して回転し、伝達部材としてのベルト７を介
して内燃機関５を始動若しくはトルクアシストする。
【００３９】
　次に、回転電機１を発電機として動作させる場合について説明する。
＜発電機として動作＞
　図１、図２、及び図３に於いて、回転電機１を発電機として機能させるときは、内燃機
関５からの動力により回転機部２の回転子部２２が回転させられる。このとき、制御部４
に於ける演算部４１は、上位制御装置１０３からの発電機能に対応する指令Ｃを受け、こ
の指令Ｃに基づいてマイクロプロセッサが演算により生成した第２の駆動指令４１２を界
磁電流デューティ信号生成回路４２に与える。
【００４０】
　界磁電流デューティ信号生成回路４２は、演算部４１からの第２の駆動指令４１２に基
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づいて、界磁電力変換部３２の電力変換素子をオン／オフ制御する界磁電流デューティ信
号４２１を生成し、この生成した界磁電流デューティ信号４２１を界磁電力変換部３２の
電力変換素子のゲート端子に入力する。界磁電力変換部３２の電力変換素子は、界磁電流
デューティ信号生成回路４２からの界磁電流デューティ信号４２１に基づいてオン／オフ
制御される。このとき、界磁巻線２４の回路に設けられた界磁電流センサＣＳからの界磁
電流の検出値が指令Ｃに含まれる界磁電流目標値に追従するように、界磁電力変換部３２
の電力変換素子のオン／オフのデューティを調整することで界磁電流のフィードバック制
御が行なわれる。
【００４１】
　界磁巻線２４に界磁電流が通電されることで、界磁巻線２４からの磁束が電機子巻線２
３と鎖交し、電機子巻線２３に電圧が誘起される。このときに、誘起電圧に応じて、電機
子電力変換部３１の電力変換素子がオン／オフ制御される。電機子電力変換部３１の直流
端子間に車載電源装置１０２と車載負荷１０１が接続されていることで、電機子電力変換
部３１の出力電圧がクリップされ、回転電機１により発電された発電電流が車載電源装置
１０２に流れてこれを充電する。又、回転電機１により発電された発電電流が車載負荷１
０１に流れてこれを駆動する。
【００４２】
　ここで、界磁巻線２４に界磁電流を通電し、電機子巻線２３に発生する誘起電圧が車載
電源装置１０２の電圧よりも高い場合は、同期発電モードでの発電が可能となる。同期発
電モードでは、電機子電力変換部３１の電力変換素子（例えばＭＯＳＦＥＴ）Ｕ１、Ｕ２
、Ｖ１、Ｖ２、Ｗ１、Ｗ２を回転子部２２の回転速度と同期する電気周波数でオン／オフ
させることで発電を行うことができ、或いは、電機子電力変換部３１の電力変換素子の寄
生ダイオードＵ１ｄ、Ｕ２ｄ、Ｖ１ｄ、Ｖ２ｄ、Ｗ１ｄ、Ｗ２ｄを通電させることで、発
電させることも可能となる。
【００４３】
　一方、電機子巻線２３に発生する誘起電圧が車載電源装置１０２の電圧よりも低い場合
は、電機子電力変換部３１により電機子巻線２３に発生する誘起電圧を昇圧させる必要が
ある。この場合、電機子電力変換部３１の電力変換素子（たとえばＭＯＳＦＥＴ）Ｕ１、
Ｕ２、Ｖ１、Ｖ２、Ｗ１、Ｗ２を、電機子通電信号生成回路４３からの電機子通電信号４
３１によりＰＷＭ動作させることで、電機子巻線２３に発生する誘起電圧を昇圧させてイ
ンバータ発電を行うことができる。
【００４４】
　ここで、電機子電力変換部３１の電力変換素子Ｕ１、Ｕ２、Ｖ１、Ｖ２、Ｗ１、Ｗ２を
ＰＷＭ制御してインバータ発電をおこなうときには、ＰＷＭ制御周波数による高周波（ｋ
Ｈｚオーダー）で電力変換素子Ｕ１、Ｕ２、Ｖ１、Ｖ２、Ｗ１、Ｗ２をオン／オフ動作さ
せることで、電力変換素子でのスイッチング損失が大きくなり、前述の同期発電として比
較して電力変換素子での損失が大きくなり、発電効率が低下する。このため、回転電機１
を発電機として動作させる場合は、同期発電が可能な場合は同期発電とするように制御を
行う。
【００４５】
　同期発電モードとインバータ発電モードの選択は、電機子巻線２３に発生する誘起電圧
と車載電源装置１０２の電圧との関係より行なわれ、電機子巻線２３の誘起電圧が車載電
源装置１０２の電圧より低い場合はインバータ発電モードが選択され、逆に電機子巻線２
３の誘起電圧が車載電源装置１０２の電圧より高い場合は同期発電モードが選択される。
【００４６】
　電機子巻線２３の誘起電圧は、界磁電流と回転子部２２の回転速度に依存するため、予
め界磁電流と回転速度と誘起電圧の関係を、誘起電圧マップＭ０として制御部４のメモリ
Ｍに格納しておくことにより、界磁電流と回転速度とに基づいて誘起電圧マップＭ０から
誘起電圧を読み出し、その読み出した誘起電圧と車載電源装置１０２の電圧とを比較して
前述の発電モードを決めることができ、発電モード選択の処理を速くすることができる。
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誘起電圧マップＭ０での電圧値は、誘起電圧値でなく回転電機端子部における電圧値でも
よい。
【００４７】
　又、回転電機１の発電動作時に、回転機部２と電力変換部３と制御部４とが一体に構成
されている回転電機１が車両に搭載されている位置での雰囲気温度が車両の状態により高
温となることがあり、この状態で発電をすると電力変換部３での発熱により、回転電機１
の温度が上昇することとなるが、この場合は、高温時での発電効率が良い発電モードを選
択することが望ましい。具体的には、誘起電圧マップＭ０による発電モードの選択に変え
て、回転子部２２の回転数と電機子巻線２３の誘起電圧と指令Ｃによる発電指令値とによ
り発電効率と発電モードを決定する発電制御マップＭ１を制御部４のメモリＭに格納して
おき、この発電制御マップＭ１を用いて、より効率のよい発電モードを選択することがで
きる。
【００４８】
　又、発電をすることで、電力変換部３の温度が上昇する場合があるが、電力変換部３に
設置した電力変換部温度検出器５２により電力変換部３の温度を監視しており、電力変換
部温度検出器５２からの検出温度が電力変換素子にとって許容温度を超えた場合に、保護
機能が作動して電力変換部３出力が停止することになる。
【００４９】
　制御部４は、電力変換部温度検出器５２の検出温度別発電制御マップＭ２をメモリ等に
記憶しており、電力変換部温度検出器５２での検出温度がある閾値を超えた場合は、指令
Ｃによる発電指令値よりも、検出温度別発電制御マップＭ２にもとづく発電出力を優先さ
せて発電による電機子電流を制御する。検出温度別発電制御マップＭ２では、検出温度別
での発電可能な発電指令（たとえば、トルク、又は出力電流値）が格納されている。この
検出温度別発電制御マップＭ２での発電指令は、電力変換素子の温度上昇を抑制できる発
電指令として設定されているため、電力変換素子の温度上昇を抑制でき、発電を継続する
ことが可能となる。
【００５０】
　検出温度別発電制御マップＭ２では、例えば、検出温度での連続発電可能となる発電指
令値、発電モードが格納されている。電力変換素子の温度を検出する電力変換部温度検出
器５２は、それぞれの電力変換素子Ｕ１、Ｕ２、Ｖ１、Ｖ２、Ｗ１、Ｗ２に組み込まれて
おり、検出温度の代表値としては、それぞれの電力変換素子Ｕ１、Ｕ２、Ｖ１、Ｖ２、Ｗ
１、Ｗ２に組み込まれた電力変換部温度検出器５２による温度検出値の最大温度を用いる
。
【００５１】
　又、前述の発電制御マップＭ１、検出温度別発電制御マップＭ２では、回転電機１の端
子電圧での複数の電圧に対応したマップを備えている。制御部４の演算部４１は、発電動
作時の電圧センサＶＳからの電圧検出値、回転センサ２５からの回転数検出値に応じて、
格納されている発電制御マップを補間演算して、発電量、発電モードを選択することがで
きる。これにより、温度保護機能により発電動作を停止させることなく、発電動作を継続
させることが可能となる。
【００５２】
　又、発電モードの切替が発生する場合、発電モードの遷移により、同期発電モードと、
インバータ発電モードでハンチングが頻繁に発生しないように、同期発電モードとインバ
ータ発電モードとの切り替えを行なう回転子部２２の回転数にはヒステリシスが設定され
ている。
【００５３】
実施の形態２．
　この発明の実施の形態２による回転電機の制御装置及び制御方法は、実施の形態１によ
る回転電機の制御装置及び制御方法に以下述べる機能を追加したものである。即ち、制御
部４に、制御部温度検出部５３が設置されており、制御部４の温度を検知可能としている
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。制御部温度検出部５３は、制御部４に於ける制御基板の温度を検出することができる例
えばサーミスタ等で構成することが可能である。その他の構成は実施の形態１の場合と同
様である。
【００５４】
　この発明の実施の形態２による回転電機の制御装置及び制御方法は、電力変換部温度検
出器５２からの温度検出値と制御部温度検出部５３からの温度検出値との双方から判断し
て、別の検出温度別発電制御マップＭ３を用いるように構成されている。制御部４を構成
する電子部品では許容温度が、電力変換素子での許容温度よりも低いものが存在するため
、電力変換部３の温度だけでなく、制御部４の温度も考慮した制御を行う。検出温度別発
電制御マップＭ３では、検出温度別発電制御マップＭ２と同様に検出温度での連続発電可
能となる発電指令値、発電モードが格納されており、制御部温度検出部５３での温度分を
考慮したデータが格納されている。
【００５５】
　又、前述の発電制御マップＭ１、検出温度別発電制御マップＭ２では回転電機端子の複
数の電圧に対応したマップを備えている。制御部４で、発電動作時の電圧センサＶＳの電
圧検出値と、回転センサ２５の回転数検出値に応じて、内部マップを補間演算されて、発
電量、発電モードが選択されるものとなる。
【００５６】
　以上、この発明の実施の形態１及び実施の形態２による回転電機の制御装置及び制御方
法では、回転機部２と電力変換部３が一体化しているものとして説明したが、回転機部２
と電力変換部３は別体に構成されこれらが電力線や信号線のケーブルで相互に接続された
構成であっても同様の作用及び効果を得ることができる。
【００５７】
　又、前述の各実施の形態では、固定子部２１の固定子巻線である電機子巻線２３が三相
巻線である場合について説明したが、３相に限定されるものではなく、他の多相巻線の場
合であっても、或いは多相多群の巻線の場合であってもこの発明を適用することが可能で
あり、前述の実施の形態と同様の効果を得ることができる。
【００５８】
　以上述べたこの発明による実施の形態１及び実施の形態２による回転電機の制御装置及
び制御方法は、少なくとも下記の発明のうちの何れか一つを具体化したものである。
（１）電機子巻線を有する固定子部と、界磁巻線を有する回転子部とを含み、電動機とし
て動作する電動機能と、外力により回転子部が回転させられたときに発電機として動作す
る発電機能とを備えた回転機部と、
　前記回転機部と電源との間の電力変換を行う電機子電力変換部と、前記界磁巻線に流れ
る界磁電流を制御する界磁電力変換部とを備えた電力変換部と、
　前記回転子部の回転数を検出する回転センサと、
　前記電力変換部の温度を検出する電力変換部温度検出器と、
　前記電力変換部を制御する制御部と、
　前記制御部に格納され、前記回転機部を前記発電機として動作させる複数の発電モード
を記憶した発電制御マップと、
を備え、
　前記発電制御マップは、前記電力変換部の温度に対応した発電出力を記憶した検出温度
別発電制御マップを含み、
　前記制御部は、前記回転センサにより検出された前記回転子部の回転数と前記電機子巻
線に誘起される誘起電圧とに対応して前記発電制御マップから読み出した発電モードに基
づいて、前記電力変換部を制御するように構成され、且つ、前記電力変換部温度検出器に
より検出された前記電力変換部の温度に対応して前記検出温度別発電制御マップから読み
出した発電出力に基づいて、前記電力変換部を制御するように構成されている、
ことを特徴とする回転電機の制御装置。
　この発明によれば、電力変換部温度検出器からの情報により、発電制御マップから発電
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動作を同期発電モードとインバータ発電モードを選択して、効率のよい発電動作をさせる
ことができる。又、発電制御マップが、温度と発電要求出力に対応しており、温度と要
求出力に対して、効率のよい発電モードを選択できる。このことにより、回転電機の温度
上昇を抑制され、回転電機の温度保護による出力停止を回避して、出力をしつづけること
ができる。又、発電出力をしつづけることにより、車載電源装置の負荷を低減でき、長寿
命化も行える。
【００６０】
（２）前記発電制御マップは、前記電力変換部の温度に対応する連続発電出力可能範囲が
格納されている、
ことを特徴とする上記（１）に記載の回転電機の制御装置。
　この発明によれば、回転電機の温度上昇を抑制され、回転電機の温度保護による出力停
止を回避して、出力をしつづけることができ、車載電源装置の負荷を低減でき、長寿命化
も可能となる。
【００６１】
（３）前記制御部は、前記電力変換部温度検出器が検出した温度が所定の閾値を超えた場
合は、前記発電制御マップに格納された前記連続発電出力可能範囲に於いて前記電力変換
部を制御するように構成されている、
ことを特徴とする上記（２）に記載の回転電機の制御装置。
　この発明によれば、回転電機の温度上昇を抑制され、回転電機の温度保護による出力停
止を回避して、出力をしつづけることができる。又、発電出力をしつづけることにより、
車載電源装置の負荷を低減でき、長寿命化も可能となる。
【００６２】
（４）電機子巻線を有する固定子部と、界磁巻線を有する回転子部とを含み、電動機とし
て動作する電動機能と、外力により回転子部が回転させられたときに発電機として動作す
る発電機能とを備えた回転機部と、
　前記回転機部と電源との間の電力変換を行う電機子電力変換部と、前記界磁巻線に流れ
る界磁電流を制御する界磁電力変換部とを備えた電力変換部と、
を備えた回転電機の制御方法であって、
　前記回転子部の回転数と前記電機子巻線に誘起される誘起電圧とに対応した発電モード
を、複数の発電モードを格納した発電制御マップから読み出して前記電力変換部を制御し
、且つ前記発電制御マップは、前記電力変換部の温度に対応した発電出力を記憶した検出
温度別発電制御マップを含み、検出された前記電力変換部の温度に対応した発電出力を前
記検出温度別発電制御マップから読み出して前記電力変換部を制御する、
ことを特徴とする回転電機の制御方法。
　この発明によれば、電力変換部温度検出器からの情報により、発電制御マップから発電
動作を同期発電モードとインバータ発電モードを選択して、効率のよい発電動作をさせる
ことができる。又、電力変換部の温度検出部の情報、制御部の温度検出部の情報により、
発電制御マップから発電動作を同期発電モードとインバータ発電モードを選択して、温
度により効率のよい発電動作をさせることができる。電子部品の多い制御部は電力変換部
よりも許容温度が低い部品もあるため、制御部の温度、電力変換部の温度から総合的に判
断して発電動作を行うことができる。
【００６３】
（５）前記発電制御マップは、前記電力変換部の温度に対応する連続発電出力可能範囲が
格納されており、
　前記電力変換部の温度が所定の閾値を超えた場合は、前記発電制御マップに格納された
前記連続発電出力可能範囲に基づいて前記電力変換部を制御する、
ことを特徴とする上記（４）に記載の回転電機の制御方法。
　この発明によれば、回転電機の温度上昇を抑制され、回転電機の温度保護による出力停
止を回避して、出力をしつづけることができる。又、発電出力をしつづけることにより、
車載電源装置の負荷を低減でき、長寿命化も可能となる。
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【００６４】
　尚、この発明は前述の実施の形態１及び２による回転電機の制御装置及び制御方法に限
定されるものではなく、この発明の趣旨を逸脱しない範囲において、実施の形態１及び２
の構成を適宜組み合わせたり、その構成に一部変形を加えたり、構成を一部省略すること
が可能である。
【符号の説明】
【００６５】
１　回転電機、２　回転機部、３　電力変換部、４　制御部、５　内燃機関、６　クラン
クシャフト、７　ベルト、１０１　車載負荷、１０２　車載電源装置、１０３　上位制御
装置、２１　固定子部、２２　回転子部、２３　電機子巻線、２４　界磁巻線、２５　回
転センサ、３１　電機子電力変換部、３２　界磁電力変換部、Ｕ１　Ｕ相上アーム電力変
換素子、Ｕ２　Ｕ相下アーム電力変換素子、Ｖ１　Ｖ相上アーム電力変換素子、Ｖ２　Ｖ
相下アーム電力変換素子、Ｗ１　Ｗ相上アーム電力変換素子、Ｗ２　Ｗ相下アーム電力変
換素子、Ｕ１ｄ、Ｕ２ｄ、Ｖ１ｄ、Ｖ２ｄ、Ｗ１ｄ、Ｗ２ｄ　寄生ダイオード、５１　平
滑コンデンサ、４１　演算部、４２　界磁電流デューティ信号生成回路、４３　電機子通
電信号生成回路、５２　電力変換部温度検出部　５３　制御部温度検出部、Ｃ　指令、Ｃ
Ｓ　界磁電流センサ、Ｍ　メモリ、ＶＳ　電圧センサ、ＰＳ　電機子電流センサ

【図１】 【図２】
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